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1 調整力コストについて 

電力システム改革の議論や新たな省令等に基づき、一般送配電事業に必要な調整力コストとして、周波数制御・
需給バランス調整、電圧調整やブラックスタートに係る費用を発電費から特定し、託送料金原価に反映しました。 

◆一般送配電事業者が発電事業者から機能の提供を受ける業務 

現行 今回 

周波数制御・ 
需給バランス調整 

・周波数制御機能等を有する水力・
火力設備の固定費×出力調整
幅相当（最大需要電力の５％） 

・周波数制御機能等を有する水力・火力設備の固定費×出力
調整幅相当（最大需要電力の７％） 
・調整力の供出を求めることで生じる発電計画の調整による 
部分負荷運転等に伴う増分費用（燃料費） 

そ
の
他 

潮流調整 － ・過去実績より持替電源の特定が困難であったため反映せず 

電圧調整 － 
・電圧調整を目的に、系統や需要の状況などに応じて、発電機
の調相運転により発生する増分費用（燃料費） 

系統保安 
ﾎ゚ﾝﾌ゚ｱｯﾌ゚ 

－ ・過去３ヵ年（Ｈ24～Ｈ26）に実績がなかったため反映せず 

ﾌﾞﾗｯｸｽﾀｰﾄ － 
・停電時に他から電気の供給を受けることなく自力で発電（ﾌﾞﾗｯ 
 ｸｽﾀｰﾄ）するために必要な設備に係る減価償却費、事業報酬 

業務 

周波数制御・ 
需給バランス調整 

• 瞬時瞬時の需給変動に伴う周波数変動に対する調整力を確保し、周波数を一定範囲に制御 
• 電源トラブルや需要増加（減少）に応じた発電機の出力調整 

その他 
• 管轄エリアの系統信頼度を維持するために行う業務 
  潮流調整、電圧調整、系統保安ポンプアップ、ブラックスタート 

◆調整力コストの託送原価への反映 
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今回再算定した託送料金原価における、調整力コストの影響額は以下のとおりです。 

（億円、円/kWh） ◆調整力コストの託送料金原価への反映 

現行 今回 

影響額 

原価 

(今回－現行) 
単価 

周波数制御・需給バランス調整 

Ａ  固定費 124 163 +38 +0.03 

Ｂ  部分負荷運転等に伴う増分費用     - 67 +67 +0.05 

その他 

Ｃ  電圧調整     - 少 少 +0.00 

Ｄ  ブラックスタート     - 少 少 +0.00 

計 124 231 +106 +0.08 

調整力コストの影響額 



周波数制御・需給バランス調整業務に係る固定費の算定 

水力発電費・火力発電費のうち、供給区域内の周波数制御および需給バランス調整業務に係る固定費を特定します。 
具体的には、周波数制御・需給バランス調整機能を有する水力・火力発電設備の固定費に、一般送配電事業者が
年間計画時点で確保する必要がある最大需要電力の７％の出力調整幅相当を乗じて算定しました。 

◆周波数制御機能等を有する発電所の最大出力に対する周波数変動等是正のために増加する発電出力の割合 
  
 25,540千ｋＷ（※1）× 7％（※2）÷（4,635千ｋＷ（水力※3）＋23,810千ｋＷ（火力※3））＝ 6.29％ 

  ※1：ピーク日の最大需要電力のH26～H28年度平均値 

  ※2：一般送配電事業者が年間計画時点で確保する必要がある調整力 

  ※3：周波数制御機能等を有する発電設備の認可出力のH26～H28年度平均値 

  

【参考】 一般電気事業供給約款料金算定規則  別表第２第３表 

 （１） 事業者の保有する水力発電設備及び火力発電設備のうち、供給区域内の供給周波数を感知し、その変動を是正するために

発電出力の増加又は減少を行う発電設備の基礎原価等項目ごとの額のうち販売電力量にかかわらず必要なものを、基礎原価

等項目ごとに、配賦基準（原価算定期間における当該発電設備の最大出力に対する周波数の変動の是正のために増加する発

電出力又はそれ以外の発電出力の占める割合をいう。）を用いてアンシラリーサービス費又は非アンシラリーサービス費に整理

すること。 

 （２） （１）以外の基礎原価等項目ごとの額を、基礎原価等項目ごとに、非アンシラリーサービス費に直課すること。  

◆周波数制御および需給バランス調整業務に係る固定費の算定 

× 6.29％  ＝   163億円   周波数制御機能等を有する 
水力・火力設備の固定費 
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発電計画の調整による部分負荷運転等を、発電事業者に求めることに伴う増分費用（燃料費）について、新たに
託送料金原価に反映しました。 

具体的には、平成24～26年度の発電実績に基づき、発電計画の調整対象となる電源種別（下記①～⑧）ごとに、
計画調整の対象時間、電力量を特定し、計画調整を行った燃種間の単価差を乗じて算定した費用を、部分負荷運
転等に伴う増分費用として託送料金原価に反映しました。 

部分負荷運転等における計画調整の種別 

※：当社は火力設備のうちＬＮＧ火力の比率が大きいため、多くの時間帯において、ＬＮＧ火力で調整力を確保しています。 
    ＬＮＧ（従来型）で調整力を確保できない場合、トータルの調整力コストを考慮し石油または揚水発電で調整力を確保しています。 

LNG（ｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞ） 

LNG（従来型） 

石油 

揚水発電 

調整電源 

高 

低 

発
電
単
価 

揚水発電⇔揚水発電 

⑥ 

⑤ 

④ 

③ 

② 

① 

揚水発電⇔石油 

石油⇔ 石油 

石油⇔LNG（従来型） 

計画調整の対象電源の種別 

8,760時間を①～⑧に分類 

 揚水発電⇔ＬＮＧ（従来型） 

⑦ 

⑧ 

※  

調整時間数比 

  2.3% 

11.6% 

  0.2% 

  7.3% 

40.4% 

19.3% 

  7.4% 

11.5% 

揚水発電【部分負荷】 
＆（石油 or LNG（従来型）【フル】） 

揚水発電【部分負荷】＆石油【部分負荷】 

揚水発電【停止】＆石油【部分負荷】 
＆ＬＮＧ（従来型）【フル】 

石油【部分負荷】 
＆LNG（従来型）【部分負荷】 

LNG（従来型）【部分負荷】 
＆LNG(ｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞ) 【フル】 

LNG(従来型) 【部分負荷】 
＆LNG(ｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞ) 【部分負荷】 

揚水発電【部分負荷】＆石油【停止】 
＆ＬＮＧ（従来型）【部分負荷】 

石油、ＬＮＧ（従来型）【停止or最低】 
＆LNG(ｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞ)【部分負荷】 
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判定条件 

指摘事項８ 

LNG(ｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞ)⇔LNG(ｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞ) 

LNG（従来型）⇔LNG（従来型） 

LNG(従来型)⇔LNG(ｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞ) 

※  
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当社の計画調整対象電源種別ごとの増分費用の単価については、以下のとおりです。 

部分負荷運転等に伴う増分単価 

No. 計画調整の対象電源種別 増分費用の単価 

① 揚水発電⇔揚水発電 

揚水発電の部分負荷運転による増分ｺｽﾄ 

※LNG（従来型）の平均単価÷（1－揚水ﾛｽ率）に揚水発電の部分負荷
運転ﾛｽを乗じたもの 

② 揚水発電⇔石油 LNG（従来型）の平均単価÷（1－揚水ﾛｽ率）と石油の平均単価との差 

③ 揚水発電⇔LNG（従来型） 
LNG（従来型）の平均単価÷（1－揚水ﾛｽ率）とLNG（従来型）の平均 
単価との差 

④ 石油⇔石油 発電所別の石油単価差（高値平均と安値平均の差） 

⑤ 石油⇔LNG（従来型） 石油の平均単価とLNG(従来型)の平均単価との差 

⑥ LNG（従来型）⇔LNG（従来型） 発電所別のLNG（従来型）単価差（高値平均と安値平均の差） 

⑦ LNG（従来型）⇔LNG（コンバインド） LNG（従来型）の平均単価とLNG（コンバインド）の平均単価との差 

⑧ 
LNG（コンバインド） 
  ⇔LNG（コンバインド） 

発電所別のLNG（コンバインド）単価差（高値平均と安値平均の差） 

指摘事項８ 



 当社は、当日の需給状況（24時間）に応じて、電源の出力変化速度等を考慮し、複数の電源を系統に並列させると
共に、それらを部分負荷運転させることで、周波数制御等を行うための調整力を確保しています。 

 計画調整に伴う増分費用単価は、需給運用の実績等から、計画調整の対象電源の種別毎に「（１）計画調整時間
数比」を算定し、「（２）持ち替え燃種間の単価差」と「（３）調整した電力量（エリア需給調整に必要な調整量５％の 
１／２）」を乗じて集計し、部分負荷運転等に伴う増分費用を託送料金原価に反映しました。 

部分負荷運転等に伴う増分費用の算定 6 

増分費用単価 ＝ ＝ 0.05円/kWh 

部分負荷運転等に伴う 
増分費用 

＝ 増分費用単価 
（0.05円/kWh） 

× 
計画流通対応需要 
（1,348億kWh） 

＝ 67億円 

[最経済運用を追求した発電計画] [調整力確保のために調整した発電計画(実績)] 

調整力確保のための 
計画調整 

（増分費用発生） 
フル出力 

出力 

フル出力 

燃料費
高 

Ｌ
Ｎ
Ｇ
（
コ
ン
バ
イ
ン
ド
） 

Ｌ
Ｎ
Ｇ
（
従
来
型
） 

燃料費
高 

調整力 

石
油 

出力 

Ｌ
Ｎ
Ｇ
（
コ
ン
バ
イ
ン
ド
） 

Ｌ
Ｎ
Ｇ
（
従
来
型
） 

実績流通対応需要 

Σ 
(1) 

計画調整 
時間数比 

(2) 
持ち替え燃種間 

単価差 

× 
(3) 

調整した電力量 

流通対応需要の5% × 1/2 

× 

【部分負荷運転等に伴う増分費用の算定】 

指摘事項８ 



（参考）「揚水発電⇔揚水発電」の持ち替え 

需要の増加に伴いＬＮＧ（従来型）や石油がフル出力となり、揚水発電①の部分負荷運転では調整力が不足する場合
の対策として、揚水発電②を追加並列し、「揚水発電⇔揚水発電」の持ち替えを実施しています。 

揚水発電は、発電出力が減少すると、発電効率が低下する特性があります。 

 このため、揚水発電②の並列起動により、揚水発電①および②は低い出力レベルで発電することとなり発電効率が 
低下することから、増分費用算定にあたっては、揚水発電の平均単価に、部分負荷運転に伴う発電効率低下を反映
しました。 
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揚水発電②の並列に伴い、 

「揚水発電①⇔揚水発電②」の 

持ち替えを実施し、調整力を確保 

需要の増加に伴い、揚水発電① 

だけでは調整力が不足するため、 

揚水発電②の追加並列が必要 

（最経済運用を追求した発電計画）  （調整力確保のために調整した発電計画(実績)） 

調整力確保のための 
計画調整 

（増分費用発生） 

出力 

フル出力 

燃料費
高 

Ｌ
Ｎ
Ｇ
（
コ
ン
バ
イ
ン
ド
） 

Ｌ
Ｎ
Ｇ
（
従
来
型
） 

石 

油 揚
水
発
電
① 

出力 

燃料費
高 

Ｌ
Ｎ
Ｇ
（
コ
ン
バ
イ
ン
ド
） 

Ｌ
Ｎ
Ｇ
（
従
来
型
） 

石 
油 

揚
水
発
電
① 

揚
水
発
電
② 

発電効率 

出力 

持ち替え前 

（揚水発電の発電効率のイメージ） 

持ち替え後 

発電効率 

低下 

フル出力 

調整力 

調整力 

指摘事項８ 
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お客さまにお届けする電気の電圧を一定範囲に維持することを目的に、系統や需要の状況などに応じて、揚水発
電所の水をくみ上げずに空回し運転（調相運転）することにより発生する増分費用（燃料費）について、新たに託送
料金原価に反映しました。 

具体的には、調相運転実績（無効電力量）に、最大調相運転時の無効電力に対する電力損失の比率と調相運転時
の電力単価を乗じて算定した費用を、電圧調整運転に伴う増分費用として託送料金原価に反映しました。 

 （影響額は約２８百万円／年） 

電圧調整運転に伴う増分費用の算定 

北陸電力 

東
京
電
力 

調相運転対象の揚水式水力発電所 

関
西
電
力 

G 

基幹系統 

揚水発電所 

Ｇ 

火力発電所 

調相運転により 

無効電力を調整し 

電圧を維持 

◆電圧調整運転に伴う増分費用の考え方 

火力発電により補給 

（増分費用発生） 

電力損失が発生 

：対象発電所 

奥美濃 

奥矢作 

馬瀬第一 

高根第一 



9 ブラックスタート機能による増分費用の算定 

ブラックスタートについては、新たな省令等において、外部電源より発電された電気を受電することなく発電すること
ができる発電設備とされているため、以下の発電所から非常用発電機などのブラックスタートに寄与する対象設備を
特定し、当該設備に係る減価償却費・事業報酬を託送料金原価に反映しました。（影響額は約１７百万円／年） 

 

① 全系統ブラックスタート発電所（対象発電所は２箇所） 

全系統の停電時において発電が可能であり、停電解消のための送電が可能な発電所 

② 一部系統ブラックスタート発電所（対象発電所は８箇所） 

系統の末端かつ１回線受電地域の停電時において発電が可能であり、当該地域の停電解消のための送電が可能
な発電所 

①全系統ブラックスタート発電所 ②一部系統ブラックスタート発電所 

北陸電力 

関
西
電
力 

 受電地域 

1回線受電地域 

系統 

：対象発電所 ：対象発電所 

：非対象発電所 

奥美濃 

奥矢作 
第一 

※対象発電所：金原、根尾、高根第二、朝日、志久見川第二、中房第五、 
          戸台、神島 
   

東
京
電
力 系統からの電力供給が不可となり、 

1回線受電地域が停電した場合 
 ⇒1回線受電地域へ送電可能 


